
論文 RC柱部材の幾何学的変形状態に基づく簡易ひび割れ幅推定におけ

る変動軸力の影響 
 

塚 大祐*1・高橋 典之*2 

 

要旨：耐震性能評価の広範な普及を促進すべく，一般的な耐震設計に用いられる比較的簡易な構造解析技術

に適用可能な幾何学的変形状態に基づくひび割れ発生モデルの活用を念頭に，想定されるひび割れ量が修復

費用の積算に直結するよう，ひび割れ幅とひび割れ長さの関係を示す「ひび割れ幅分布特性」のモデル化に

ついて研究を進めてきた。本論文では，変動軸力を受ける柱試験体を検討対象として得られた「ひび割れ幅

分布特性」を通して，従来提案されてきた幾何学的変形状態に基づく簡易ひび割れ幅推定モデルの適否につ

いて分析し，変動軸力による影響を踏まえた簡易ひび割れ幅推定モデルの拡張を検討した。 
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1. はじめに 

地球環境保全および省資源化を目的として建物を長期

使用・維持管理する必要性が高まっている。建物の長期

使用を促進するためには供用期間中に発生する地震に対

する修復性能を適切に評価し，維持管理を継続するほう

が解体・新設するよりも建築主にとって経済合理性を有

することを示す必要がある。これまで，修復性能評価を

目的として補修費用の積算に直結する地震損傷量推定に

関する研究を進められてきた 1), 2)。具体的には，RC 造建

物の構造躯体を対象に，ひび割れ幅－ひび割れ長さの相

関関係（以降，「ひび割れ幅分布特性」）についての評価

方法を検討してきた。ひび割れ幅分布特性は，既往の研

究 3), 4)より一般に対数正規分布に従うことが分かってい

る。すなわち，対数正規分布を規定する 2 変数（平均ひ

び割れ幅と対数標準偏差）が分かれば，RC 部材のひび割

れ幅分布特性を定めることができる。既往の研究 4)より，

構造部材種別（梁，柱，壁）および部材角に応じてひび

割れ幅分布特性を定める 2 変数が変化することが指摘さ

れているが，2 変数の変化を実験結果に頼らず部材設計

条件のみから特定するモデルの確立には至っていない。

2 変数を特定するモデル確立に向けて実験で撮影された

損傷画像データの分析を進めるにあたり，筆者らは 5)深

層学習を用いた損傷検出手法と損傷量計測アルゴリズム

6)を併用することで RC 部材のひび割れ幅分布特性を定

量評価する省力化技術を提案してきた。 

一方，日本建築学会「鉄筋コンクリート造の耐震性能

評価指針（案）・同解説」7)では，RC 部材の幾何学的条件

から部材角とひび割れ幅との関係をモデル化しており，

このモデルの妥当性や改良に関する研究 1), 8)が進められ

てきた。本論文では，深層学習と損傷量計測アルゴリズ

ムを用いたひび割れの定量評価技術によってひび割れ幅

分布特性を計測し，その計測データに基づいて，従来提

案されてきた幾何学的変形状態に基づく簡易ひび割れ幅

推定モデルの適否について分析し，変動軸力による影響

を踏まえた簡易ひび割れ幅推定モデルの拡張を検討した。

なお，ひび割れ幅分布特性を定める変数である対数標準

偏差について，既往の研究 1),3)では損傷観測結果から統計

的に推定し，部材角ごとの傾向やばらつきの大きさが指

摘されているところであるが，本論文では統計上有意な

軸力条件数を確保していないことから検討対象外とした。 

 

2. 検討対象および計測結果 

本論文では，既往の実験 9)で撮影した，変動軸力を受

ける RC 造柱試験体と一定軸力の RC 造柱試験体を対象

とした。対象試験体形状および配筋図を図－1 に，試験

体諸元を表－1 にそれぞれ示す。文献 9)では，超高層 RC

造建物の地震時挙動で見られる下層柱の大きな軸力変動

に対応できる柱部材 Multi-Spring モデルの構築を目標と

して，柱軸力を一定とするケースと水平荷重の大きさに

比例して柱軸力を変動させるケースの 2 つのケースで静

的加力実験を実施しており，水平挙動のみならず軸挙動

についても詳細に計測しているが，紙面の都合上，実験

結果詳細については文献 9)を参照されたい。 

検討対象試験体に対して，筆者らによる過去の検討 5)

で提案した深層学習を用いた損傷検出手法と損傷量計測

アルゴリズムを併用するひび割れ幅分布特性の計測手法

を適用し，各部材角時の平均ひび割れ幅を算定した。な

お紙面の都合上，損傷量計測アルゴリズムの詳細につい

ては文献 5)，6）を参照されたい。平均ひび割れ幅の推移

を図－2(a)に示す。なお，変動軸力を受ける柱試験体で

は，圧縮時と引張時でひび割れ性状が異なると考えられ，

圧縮時と引張時それぞれのひび割れ量を計測している。

また，耐震性能評価指針（案）7)の部材角－ひび割れ関係
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モデルは，変形成分（曲げ・せん断）ごとにそれぞれ曲

げひび割れ幅の合計値，せん断ひび割れ幅の合計値が関

連付けられるモデルである。本論文では，図－3 に従い

ひび割れを分類し，ひび割れの種類ごとにひび割れ量を

計測した。ひび割れ角度に基づくひび割れ分類は文献 10）

を参考に設定し，特に曲げせん断ひび割れは文献 11）で

曲げ回転を伴う進展を示すひび割れであると確認されて

いるため，曲げ変形成分に寄与するものとした。ひび割

れの種類ごとの平均ひび割れ幅の推移を図－2(a)～(d)に

示す。なお本論文では，各部材角状態（ピーク時はピー

ク時部材角，除荷時は除荷時部材角）について，例えば

ピーク時においては「平均ひび割れ幅」は「部材角ピー

ク時のひび割れ幅の平均値」，「最大ひび割れ幅」は「部

材角ピーク時のひび割れ幅の最大値」として定義した。 

 

 

3. 曲げひび割れ幅推定 

 曲げひび割れを部材端部の危険断面に集約させ，曲げ

ひび割れ幅合計値に応じて（中立軸を中心に）剛体回転

して生じる回転角と，部材の曲げ変形角が等しいとする 

幾何学的変形状態に基づきひび割れ幅を推定する方法

（図－4）は，文献 7)をはじめこれまでも多数検討されて

きた。しかし，高い変動軸力を受ける柱試験体に対する

適否は検証されておらず，本論文ではこれを検証する。

まず，式（1）に基づき平均曲げひび割れ幅を算出する。 

 𝑤𝑓_𝑎𝑣𝑒 =  𝛼𝑓 ∙  
𝑅𝑓(𝐷 − 𝑥𝑛)

𝑛𝑓
 (1) 

ここに，𝑤𝑓_𝑎𝑣𝑒：平均曲げひび割れ幅，𝑅𝑓：部材角の曲げ

変形成分， 𝛼𝑓：平均ひび割れ幅／最大ひび割れ幅の比，

𝐷：部材せい，𝑥𝑛：圧縮縁から中立軸までの位置，𝑛𝑓：等

価曲げひび割れ本数である。なお，等価曲げひび割れ本

数𝑛𝑓は耐震性能評価指針（案）
7)に従い 2 本を仮定してい

るが，指針のただし書きにあるように，限られた試験体

に基づいて設定された値であることに注意が必要である。

また，圧縮軸力を受ける場合，部材の降伏前ではモーメ

ント勾配の釣り合いから，降伏後は圧縮側コンクリート

がストレスブロックに近似できるとして𝑥𝑛を算定し，引

張軸力を受ける場合は，全面引張と仮定して𝑥𝑛 = 0とし

ている。 

 平均ひび割れ幅の算出において，式（1）に必要なパラ

メータ（曲げ変形成分，平均ひび割れ幅／最大ひび割れ

幅の比など）は，本研究の目的と照らし合わせると，簡

易な構造解析技術で運用可能な情報であることが望まし

く，例えば精密解析をしないと得られないような非線形

領域を含みかつばらつきを内包する実測データをそのま

ま式（1）に適用しても妥当性の検証にはならない。そこ

で，部材角に占める曲げ変形成分の割合，平均ひび割れ

幅／最大ひび割れ幅の比について，簡易なモデルを定め

た。まず，一定軸力を受ける柱試験体，変動軸力を受け

る柱試験体の圧縮側，変動軸力を受ける柱試験体の引張

側における各部材角の変形成分の分布を図－5～7 に示

す。一定軸力を受ける柱試験体では全変形角を通して安

定的に変形成分を計測できており，変動軸力を受ける柱

試験体では 1/100rad.までは安定的に変形成分を計測でき

ていた。本論文では，安定的に得られている変形成分比

から各成分の比の平均値を回帰モデル（図－5～7 中の回

帰モデル）として定め，式（1）のパラメータに用いるこ

ととした。回帰モデルは，曲げ，端部の回転，せん断の

実測成分比の平均値を用いており比の合計値は 1.0 にな

らないが，後述する軸伸びや割裂のように上記 3 成分以

外が部材の幾何変形に影響する可能性を考慮し，比の合

計値は 1.0 にスケールせずそのままの値を用いることと

 表－1 試験体諸元 10) 

B×D 300mm×300mm 

コンク 
リート 

33.7 N/mm2 

主筋 10-D16(SD345) 

引張 
鉄筋比 

0.88 % 

せん断 
補強筋 

S6@75mm 
(KSS785) 

一定軸力の
軸力比 

0.15 

変動軸力の
軸力比 

-0.07～0.5 
 

図－1 試験体形状 10) 

  

曲げひび割れ せん断ひび割れ 

  

付着割裂ひび割れ 曲げせん断ひび割れ 

図－3 ひび割れの分類 

    

(a) 全ひび割れ (b) 曲げひび割れ (c) せん断ひび割れ (d) 付着割裂ひび割れ 

図－2 平均ひび割れ幅の推移（縦軸：平均ひび割れ幅 [mm]，横軸：部材角 [rad.]） 
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した。なお，一定軸力を受ける柱試験体，変動軸力を受

ける柱試験体の引張側では，弾性理論に基づく曲げ剛性

およびせん断剛性から計算される変形成分比と回帰モデ

ルでの変形成分比はほぼ同じ割合を示しており，変動軸

力を受ける柱試験体の圧縮側では，ややせん断成分が大

きい割合である。 

平均ひび割れ幅／最大ひび割れ幅の比は，一定軸力を

受ける柱の曲げひび割れ・せん断ひび割れ，変動軸力圧

縮側載荷時の柱の曲げひび割れ・せん断ひび割れ，変動

軸力引張側載荷時の柱のせん断ひび割れのそれぞれにつ

いて，実験結果を式(2)に示す形式の回帰モデルで算出し，

これを用いることにした。一方，変動軸力引張側載荷時

の曲げひび割れについては，平均ひび割れ幅／最大ひび

割れ幅の比が図－8（濃い緑線）のように他と異なる傾向

を示した。これは，材軸に沿ってモーメントが変化する

曲げひび割れに，材軸に沿って同じ引張軸力が作用し生

じる純引張ひび割れが合わさって，最大ひび割れ幅とそ

の他のひび割れ幅との差が小さくなったためと考えられ

る。もともと図－4 のモデルは曲げひび割れ＋純引張ひ

び割れの複合状態を考慮した幾何学モデルではないため，

図－8 の濃い緑線から回帰式を算出しても図－4 で想定

しているモデルには適用できない。そこで変動軸力引張

側載荷時の曲げひび割れについては，全体変形に占める

曲げ成分から純引張成分を分離して，幾何モデルを通し

て曲げ成分－ひび割れ関係を評価すべく，式（2）のパラ

メータ𝛽, 𝛾に文献 10）で提示された値を採用した。 

 𝛼𝑓 =  𝛽 ∙  𝐼𝐷𝑅−𝛾 (2) 

ここに，𝛽, 𝛾：正の定数，IDR：層間変形角（本論文では

部材角）である。 

図－9～11 に平均曲げひび割れ幅の解析値と計測値の

比較を記す。いずれの試験体においても，解析値は計測

値と概ね適合しており，変動軸力を受ける柱試験体にお

いても，幾何学的変形状態に基づく簡易曲げひび割れ推

定手法が適用できると考えられる。 

 

 

図－4 曲げひび割れと曲げ変形の幾何モデル 7） 

 

図－5 一定軸力試験体の変形成分推移 

 

図－6 変動軸力試験体（圧縮側）の変形成分推移 

 

図－7 変動軸力試験体（引張側）の変形成分推移 

 

図－8 平均ひび割れ幅／最大ひび割れ幅の比 

 

図－9 一定軸力試験体の解析結果 

 

図－10 変動軸力試験体（圧縮側）の解析結果 

 

図－11 変動軸力試験体（引張側）の解析結果 

 

4. せん断ひび割れ幅推定 

4.1 せん断ひび割れの進展角度および本数の仮定 

日本建築学会「鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型

耐震設計指針・同解説」12）に記されているトラス機構が

材軸となす角度cot 𝛼の制限値（式（3））を用いて，塑性

ヒンジ領域の長さとひび割れ進展角度を定めた。平均せ

ん断ひび割れ間隔𝑆𝑎𝑣𝑒は，過去の検討で実験結果と比較

的良い対応が見られる 13）CEB-FIP Model Code 197814）の

推定式（式（4））を採用した。図－12に等価せん断ひび

割れ本数とひび割れ進展角度の概念図を示す。図の赤線

より材端側に「曲げせん断ひび割れ」が生じ，青線が「純

𝐷 − 𝑥𝑛 
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せん断ひび割れ」となる。前述のように，曲げせん断ひ

び割れは，曲げ変形成分に寄与するものとしているため，

ここで等価せん断ひび割れ本数には含まない。 

 cot 𝛼 ≤  √
𝜆𝜐0𝜎𝐵

𝑝𝑤𝑒𝜎𝑤𝑦
− 1 (3) 

 𝑆𝑎𝑣𝑒 = 2(𝑐 + 0.1𝑠) + 𝜅1𝜅2

𝜙

𝜌𝑒
 (4) 

ここに，𝜆：トラス機構の有効係数，𝜐0：コンクリート圧

縮強度の有効係数，𝜎𝐵：コンクリートの圧縮強度，𝑝𝑤𝑒：

有効せん断補強筋比，𝜎𝑤𝑦：せん断補強筋の信頼強度，𝑐：

かぶり厚さ，𝑠：鉄筋中心間距離，𝜅1 = 𝑓𝑐𝑡 𝑓𝑏𝑚⁄  (𝑓𝑐𝑡：コ

ンクリートの引張強度，𝑓𝑏𝑚：鉄筋の付着応力)，𝜅2：ス

トレイン・ダイアグラムの形状係数，𝜙：主筋の直径，𝜌𝑒

有効鉄筋比である。 

 

 

図－12 せん断ひび割れ進展角度および本数の仮定 

 

4.2 せん断ひび割れ幅の推定 

せん断ひび割れを集約させ，せん断ひび割れ幅合計値

に応じてせん断変形成分が計算できるものと仮定した幾

何学的変形状態に基づき平均せん断ひび割れ幅を推定す

る手法（図－13）は，3 章の曲げひび割れ幅に対するの

と同様，これまでも多数検討されてきたが，高い変動軸

力を受ける柱試験体に対する適否については検証されて

こなかったので，本論文ではこれを検証する。 

せん断変形成分比，平均ひび割れ幅／最大ひび割れ幅

の比は，図－5～8 に基づき回帰モデルを定め，これを用

いて式（5）より平均せん断ひび割れ幅を算定した。なお

式（5）は，せん断ひび割れがひび割れ進展方向に対し直

交する方向に拡幅すると仮定した算定式である。図－14

～16 に解析値と計測値の比較を記す。 

 𝑤𝑠ℎ_𝑎𝑣𝑒 =  𝛼𝑠ℎ ∙
𝛿𝑠ℎ

𝑛𝑠ℎ cos 𝜃𝑐𝑟
 (5) 

ここに，𝑤𝑠ℎ_𝑎𝑣𝑒：平均せん断ひび割れ幅，𝛼𝑠ℎ：平均ひび

割れ幅/最大ひび割れ幅，𝛿𝑠ℎ：変位のせん断成分，𝑛𝑠ℎ：

等価せん断ひび割れ本数（2 本），𝜃𝑐𝑟：ひび割れ角度であ

る。なお，ひび割れ角度𝜃𝑐𝑟は，cot 𝛼から導出される制限

値（式（3））を用いている。また，ひび割れ角度𝜃𝑐𝑟の設

定値は，実測値とも概ね適合していた。 

 

 

図－13 せん断変形とせん断ひび割れの幾何モデル 7） 

図－14 から，一定軸力を受ける柱試験体においては，

精度良くひび割れ幅を推定できることを確認した。 

図－15 から，変動軸力を受ける柱試験体の圧縮側載荷

時においては，いずれの部材角でも推定値が計測値を過

大評価する傾向にあった。付着割裂ひび割れによる変形

がせん断変形成分を肩代わりした可能性が考えられる。 

図－16 から，変動軸力を受ける柱試験体の引張側載荷

時においては，いずれの部材角でも推定値が計測値を過

大評価する傾向にあった。引張軸力により，圧縮側載荷

時のせん断ひび割れが開いた状態で残留し部材表面に現

れたため（図－17），ひび割れ本数が多くなり，計測値の

平均ひび割れ幅が小さくなったと考えられる。そこで，

正負両載荷のせん断ひび割れをともに考慮した図－18

の幾何学的変形モデルを提案する。部材角せん断成分と

軸伸びによる付加部材角が等しく，軸伸びによる付加部

材角は端部回転変形分として表されるものとして，せん

断ひび割れによる軸伸び𝛿𝑎𝑥が𝛿𝑎𝑥= 𝛿𝑠ℎ(ℎ 𝐷⁄ )（ℎ：部材長）

で求まるものとし，引張時のせん断ひび割れ長さと残留

ひび割れ長さが同じだと仮定すると，変動軸力を受ける

柱試験体の引張側載荷時のせん断ひび割れ幅𝑤𝑠ℎ_𝑎𝑣𝑒は，

式(6)~(8)で算出できる。推定結果と計測値の比較を図－

19 に示す。正負両載荷のせん断ひび割れをともに考慮す

ることで，ひび割れ幅の推定精度が向上した。すなわち，

引張軸力を受ける部材では圧縮側載荷時のせん断ひび割

れが開いたままになりやすいことを考慮することで精度

良くひび割れ幅が推定できるようになる。 

 𝑤𝑠ℎ_𝑎𝑣𝑒 =  𝛼𝑠ℎ ∙
𝑤𝑡_𝑠ℎ + 𝑤𝑐_𝑠ℎ

2
 (6) 

 𝛿𝑠ℎ = 𝑛𝑠ℎ𝑤𝑡_𝑠ℎ cos 𝜃𝑐𝑟 (7) 

  𝛿𝑎𝑥 = 𝑅𝑠ℎ𝐷 = 𝑛𝑠ℎ𝑤𝑐_𝑠ℎ + 𝑛𝑠ℎ𝑤𝑡_𝑠ℎ sin 𝜃𝑐𝑟 (8) 

ここに，𝑅𝑠ℎ：部材角のせん断変形成分，𝛿𝑠ℎ：せん断変位

の水平成分，𝑤𝑡_𝑠ℎ：引張時の最大せん断ひび割れ幅， 𝛿𝑎𝑥：

せん断変形に伴う鉛直方向の伸び，𝑤𝑐_𝑠ℎ：圧縮側載荷時

に発生したせん断ひび割れの引張側載荷時での幅の最大

値，𝐷：部材せいである。 

 

 

図－14 一定軸力試験体の解析結果 

 

図－15 変動軸力試験体（圧縮側）の解析結果 
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図－16 変動軸力試験体（引張側）の解析結果 

 

図－17 変動軸力引張時の残留ひび割れ 

 

図－18 正負両載荷を考慮したせん断ひび割れモデル 

 

図－19 変動軸力試験体（引張側）の解析結果 

（正負両載荷考慮） 

 

なお，図－19 中の𝛴𝑤𝑡_𝑠ℎ,𝛴𝑤𝑐_𝑠ℎは合計せん断ひび割れ

幅を示し，𝛴𝑤𝑡_𝑠ℎ = 𝑛𝑠ℎ𝑤𝑡_𝑠ℎ，𝛴𝑤𝑐_𝑠ℎ = 𝑛𝑠ℎ𝑤𝑐_𝑠ℎである。 

 

4.3 割裂ひび割れを考慮したせん断ひび割れ幅の推定 

変動軸力を受ける柱試験体で平均せん断ひび割れ幅の

推定値が計測値を過大評価していたこと，変動軸力を受

ける柱試験体では付着割裂ひび割れが卓越していたこと

から，せん断変形成分𝛿𝑠ℎの一部を付着割裂ひび割れが負

担していた可能性を考え，図－20 の幾何学的変形モデル

を新たに考案した。図－20 の幾何学的変形モデルに基づ

き平均せん断ひび割れ幅の算出式を導出すると式（9）が

得られる。引張側載荷時は，式（9）の付着割裂ひび割れ

幅の負担分を除いた状態に式（6）を重ねて適用すること

で平均ひび割れ幅を算出する。なお，式（9）は引張軸力

が作用するなどで付着割裂ひび割れが卓越することによ

る付加変形がせん断ひび割れ成分の一部を負担している

と考えられる場合に用いる式である。ここで，式（9）の

付着割裂ひび割れによる変形量𝛿𝑠𝑝を定めるモデルを検

討すべく，平均せん断ひび割れ幅の実測値と推定値が整

合するように，式（9）からせん断変位𝛿𝑠ℎに占める付着

割裂ひび割れによる変形量𝛿𝑠𝑝の割合を算出した結果を

図－21 に示す。図－21 より，付着割裂ひび割れによる

変形量がせん断変形量の半分ほどを示していた。あわせ

て，付着割裂ひび割れによる変形量𝛿𝑠𝑝が式（10）に示す

ように「割裂ひび割れ係数𝜆𝑠𝑝」を用いて平均付着割裂ひ

び割れ幅から求められるとした場合の割裂ひび割れ係数

𝜆𝑠𝑝を図－22 に示す。付着割裂ひび割れ係数𝜆𝑠𝑝は部材角

増大に伴い減少する傾向にあり，分散していた付着割裂

ひび割れが部材角増大で繋がったことを示している。 

 𝑤𝑠ℎ_𝑎𝑣𝑒 =  𝛼𝑠ℎ ∙  
𝛿𝑠ℎ − 𝛿𝑠𝑝

𝑛𝑠ℎ cos 𝜃𝑐𝑟
 (9) 

 𝛿𝑠𝑝 =  𝜆𝑠𝑝𝑤𝑠𝑝 (10) 

ここに，𝛿𝑠𝑝：付着割裂ひび割れによる変形量，𝑤𝑠𝑝：平

均付着割裂ひび割れ幅，𝜆𝑠𝑝：付着割裂ひび割れ係数。 

付着割裂ひび割れによる変形がせん断変形成分の半分

を占めている（残りはせん断ひび割れによる変形）と仮

定して平均ひび割れ幅を算定した結果を図－23，24 に示

す。付着割裂ひび割れが卓越した柱試験体において，せ

ん断変形成分𝛿𝑠ℎの半分を付着割裂ひび割れが負担して

いた（𝛿𝑠𝑝 = 𝛿𝑠ℎ/2）と考えると精度良くひび割れ幅を推

定できることが分かった。なお，更なるデータ収集を通

して，付着割裂ひび割れによる変形量𝛿𝑠𝑝，割裂ひび割れ

係数𝜆𝑠𝑝を精緻に定めるモデルを構築できれば，付着割裂

ひび割れが卓越した試験体においても適切なひび割れ幅

推定が可能になると考えられる。 

 

 

図－20 付着割裂ひび割れを考慮したモデル 

 

図－21 付着割裂ひび割れのせん断変位寄与割合 

 

図－22 付着割裂ひび割れ係数 
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図－23 変動軸力試験体（圧縮側）せん断ひび割れ幅 

 

図－24 変動軸力試験体（引張側）せん断ひび割れ幅 

 

5. まとめ 

 変動軸力を受ける柱試験体を検討対象として，ひび割

れ幅分布特性の計測データに基づいて，従来提案されて

きた幾何学的変形状態に基づく簡易ひび割れ幅推定モデ

ルの適否について分析し，変動軸力による影響を踏まえ

た簡易ひび割れ幅推定モデルの拡張を検討した。以下に

得られた知見を示す。 

1) 幾何学的変形状態に基づく簡易ひび割れ幅推定モデ

ルを，一定軸力を受ける柱試験体，変動軸力を受ける

柱試験体それぞれの曲げひび割れ幅評価に適用した。

その結果，両試験体で平均曲げひび割れ幅を比較的

精度良く推定できることを確認した。 

2) 幾何学的変形状態に基づく簡易ひび割れ幅推定モ

デルを，一定軸力を受ける柱試験体，変動軸力を受

ける柱試験体それぞれのせん断ひび割れ幅評価に

適用した。一定軸力を受ける柱試験体では平均ひび

割れ幅を精度よく推定できたが，変動軸力を受ける

柱試験体では，推定値が過大評価する傾向にあった。

このことについて，引張軸力を受ける部材では圧縮

載荷時のせん断ひび割れが開いたまま残るモデル

を仮定することで精度良く平均せん断ひび割れ幅

を推定できることが分かった。また，付着割裂ひび

割れがせん断変形量の一部を負担したと考えて付

着割裂ひび割れを考慮した新たな幾何学的変形モ

デルを検討したところ，せん断変形成分の半分を付

着割裂ひび割れが負担したと仮定することで精度

良く平均せん断ひび割れ幅を推定できることが分

かった。 
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